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新たな森林保全施策（森林環境税の

導入）について（報告） 



新たな森林保全施策（森林環境税の導⼊）について 環境農林⽔産部みどり推進室

（１）⾃然災害から府⺠の暮らしを守る

（２）健全な森林を“次世代”へつなぐ

事業規模 約30億円

事業規模 約15億円

○府⺠の⽣命･財産を守るための新たな森林保全対策を緊急かつ集中的に実施するための財源を安定的に確保することを⽬的に森林環境税を導⼊

 検討経過： 「⼤阪府森林の保全及び都市の緑化の推進に関する調査検討会議」を平成25年12⽉24⽇に設置
平成26年1⽉16⽇ 平成27年9⽉15⽇まで調査検討会議を8回開催し、施策や財源のあり⽅について検討
（中間とりまとめ：平成26年9⽉12⽇公表）
府⺠意⾒の聴取：シンポジウム（583名）、タウンミーティング等（107回 3,135名）
アンケートの実施：回答者（3,131名） 森林保全が重要90.3％ 新たな負担に賛成67.0％

 ⼿ 法：個⼈府⺠税均等割へ超過課税
 税徴収額：約45億円【平成28年度 平成31年度（4年間）】 ※年間300円/⼈ ⇒ 税収約11億円/年

大阪府森林の有する公益的機能を維持増進するための環境の整備に係る個人の府民税の税率の特例に関する条例 （議決：平成２７年９月議会） ～新たな森林保全対策の財源～

新たな森林保全対策 ～事業規模 総額約45億円～背 景 ・ 現 状

◆山地災害発生の危険性が増大

・集中豪⾬の発⽣頻度は、昭和63年以降、年間
平均6.5回と急激に増加
・集中豪⾬の増加は、⼟⽯流等による⾃然災害の
発⽣頻度の⾼まりとともに、崩壊発⽣時の流⽊
による河川の閉塞など下流被害が拡⼤
・都市と森林が隣接する⼤阪では、⼭地災害の予
防対策が緊急の課題

府域における流⽊被災事例
H25.9 千早赤阪村水分地区
H26.8 箕⾯市⽌々呂美地区

◆森林管理の停滞

・府内のスギ・ヒノキ⼈⼯林は、収穫期にある41
年⽣以上の林分が約7割を占める。

・⼀⽅で、森林の持つ多⾯的機能の維持・増進に
不可⽋な間伐をはじめとする森林管理作業が停
滞し、森林の持つ災害防⽌等公益的機能が低下

◆森林関係予算は年々減少

・予算額は、平成14年度の約4割にまで減少し、
山地災害に対する、予防的対策は実施できて
いない

①危険渓流の流⽊対策 約20億円
渓流が急勾配で⼟⽯流が発⽣した場合、⼟砂や流⽊流出の恐れが⾼く、下流に⼈家や公共施設等の
保全対象が多い地区を対象として災害の予防的対策を実施
対象：30箇所（750ha）〔15市町村（池田･東大阪･八尾･岸和田等）〕
〔対策〕強度間伐と広葉樹の植栽等、倒⽊･危険⽊の伐採･林外搬出等、流⽊防⽌のためのダム⼯等

―国庫補助制度にない保安林以外の普通林を対象―

②主要道路沿いにおける倒⽊対策 約10億円
対象：国道等20路線周辺の森林（150ha）〔25市町村（国道173号･168号･25号等）〕
〔対策〕ナラ枯れ被害の拡⼤を防ぐ予防的伐採、放置⽵林の整備等

①持続的な森づくり 約11億円
ア 基盤づくり 集約化により⼀体的な森林経営が⾒込める地区を対象として基盤整備等を実施
対象：100ha規模の⼈⼯林 34地区（約4,800ha）〔9市町村（⾼槻･千早⾚阪･河内⻑野･和泉等）〕

〔対策〕基幹的作業道や⽊材集積⼟場の整備 ※府・森林所有者・補助事業者で20年間の協定締結
― 国庫補助制度にない基幹的作業道を対象 ―

イ 人材育成 府内産材コーディネーター10⼈、森林経営リーダー34⼈育成
②未利⽤⽊質資源の活⽤促進 約0.3億円
林地残材（未利⽤材）を継続的・安定的に搬出する仕組みを構築

③子育て施設の内装木質化 約3.2億円
幼稚園や認可保育所（認定こども園含む）を対象に内装（床・壁等）の木質化を推進 150園

Ｓ39 62
平均回数2.4回

Ｓ63 H22
平均回数6.5回

事業規模 約15億円


